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⑸ 結 語

� 問題の所在――債権管理回収業をめぐる争点

債権譲渡は，譲受人が債権の額面額よりも低廉な価格で債権を購入し，債務

者に対してその額面額を請求するものであり，その差額は，実質的には利息と

しての機能を営んでいる1)。ところで，平成 10 年 10 月 16 日の法律第 126 号

による「債権管理回収業に関する特別措置法」（サービサー法）の施行により，

法務大臣の許可（同 3 条）を受けた債権回収会社（サービサー）が，同法 2 条

所定の「特定金銭債権」の管理および回収をすることができるようになった。

そこで，同法に基づき，金融機関などから大量の債権を買い取り，債務者に対

してその債権の支払請求訴訟を提起した債権回収会社に対して，債務者から，

次の�つの抗弁が提出された。�つは，債権回収会社（原告）の債権取得原因

が売買であるから，請求原因においてその具体的な代金額を主張立証すべきで

あり，これを明らかにしない原告の主張は失当である，との主張である2)。も

う�つは，原告が著しく低廉な価格で債権を取得したにもかかわらず，債務者

（被告）に対してその額面全額の履行を請求することが暴利行為に当たり，公

序良俗に反する，との主張である3)。

この�つの主張のうち，後者の暴利行為ないし公序良俗違反の点については，

「債権の譲渡人から債権を譲り受けた際の譲受価額が債権額に比して低額であ

ったとしても，原告を含む債権回収会社がその譲受債権について債権額をもっ

て訴求すること自体は，権利行使として何ら非難されるべきものではないので
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1） 林良平（安永正昭補訂) = 石田喜久夫 =高木多喜男『債権総論』（青林書院，第 3版，

1996 年）481 頁注（3）。

2） 東京地判平成 14・11・27（判例集未登載）。

3） 東京地判平成 14・11・27（前掲注 2））のほか，東京地判平成 13・7・5（判例集未登

載），東京地判平成 19・6・18 判タ 1257 号 150 頁がある。



あって，特段の事情のない限り，権利濫用に当たるものではない」との判断4)

が支持されよう。

これに対して，前者の売買代金額の主張の要否は，必ずしも明らかではない。

この問題につき，下級審裁判例は，「債権の取得原因として売買を主張する場

合には，売買代金額の支払を請求するような場合と異なり」，その代金額を

「残元本及び遅延損害金相当額」とする「程度の特定で足りると解するのが相

当である」とした5)。本稿が取り上げるのは，まさにこの点である。すなわち，

債権譲渡の要件事実として，債権の譲受対価（売買代金額）を主張することの

要否であり，それが「売買代金額の支払を請求するような場合」と異なるか否

かである。

ところで，この問題は，厳密には次の�つの論点を含んでいる。第�は，債

権譲渡（債権の売買）に際して，譲渡人と譲受人の間で代金額を確定する必要

があるかという問題である。換言すれば，債権譲渡においてその代金額の確定

が要件となるか否かである。そして，第�は，譲受人が債務者に対して譲り受

けた債権の支払を請求する際に，債権の譲受対価（代金額）を主張することの

要否である。このうち，上記の問題は第�の論点に対応する。しかし，この�

つの論点は，論理必然的なものではないが，密接にかかわるものであり，本稿

では，主に第�の論点を論じて，第�の問題を明らかにする。

以上の問題を検討するために，本稿は，まず，一般の売買契約における問題

点を指摘し（�），次いで，民法 555 条の解釈を明らかにして（�），その沿革

となるフランス法における議論を参照する（�）。そして，近時のフランス法

を取り巻く EU 法の状況を検討し（�），売買契約における代金額の要件の意

義をまとめることとする（�)6)。

� 売買契約における代金額

⑴ 売買契約の要件事実
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4） 東京地判平成 19・6・18（前掲注 3））。なお，東京地判平成 13・7・5。

5） 東京地判平成 14・11・27（前掲注 2））。



民法 555 条によれば，売買契約は，①当事者の一方（売主）がある財産権を

相手方（買主）に移転することを約し，②相手方（買主）がこれに対してその

代金を支払うことを約することによって，その効力を生ずる，有償・双務・諾

成契約である。この規定からも明らかなように，売買は，売主の財産権（通常

は所有権）移転義務と，買主の代金支払義務とを要素とする契約であり，この

�つの点についての合意があれば成立する，と解されている7)。

売買契約をめぐる民事訴訟においては，この①と②とが要件事実である。た

だし，原告が常に①と②とを主張立証しなければならないか否かについては，

争いがある。例えば，売買契約に基づく目的物の引渡請求訴訟において，原告

（買主）は，①の事実のみを，すなわち，「被告は原告に対し目的物の所有権を

移転する旨を約した」と主張し，②の事実（買主の代金支払義務）は主張せず

に，その目的物の引渡しを求めることができるかが問題となる。これを肯定す

るのが，いわゆる返還約束説と呼ばれる見解である。しかし，通説は，このよ

うな見解を支持せず，売買契約の成立のための要件事実である①と②は不可分

であり，原告はこの両者を主張立証しなければならないとする8)。

⑵ 代金額の確定の必要性

売買契約の成立のための要件事実が，民法 555 条にいう①売主の財産権移転

義務と②買主の代金支払義務であるとしても，その代金額が確定されていなけ

ればならないかは，同条の文理解釈からは必ずしも明らかではない。なぜなら，

買主は，財産権の移転に対して，「その代金を支払うことを約すること」で足

り，具体的な代金額を明らかにしなくても売買契約が成立する，と解釈するこ
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6） 本稿は，野澤正充「売買契約に基づく目的物引渡請求権と代金額の確定――売買契約

の成立をめぐる要件事実論と民法学の対話」大塚直 =後藤巻則 =山野目章夫編『要件事

実論と民法学との対話』（商事法務，2005 年）279 頁に検討した内容の，�つの応用問題

に対処するものである。本稿は，内容的には旧稿と重複するが，これに近年のヨーロッ

パの動向を付加した。

7） 我妻栄『債権各論中巻一（民法講義Ⅴ2）』（岩波書店，1957 年）250 頁。

8） 司法研修所編『民事訴訟における要件事実 第一巻』（法曹会，増補版，1998 年）44

頁以下。



ともできるからである。

従来の民法学において，この問題を意識的に論じたものは少ない9)。そして，

一般的な理解としては，代金額が売買契約時に具体的に確定している必要はな

く，「諸種の事情（特に時価）によってこれを確定することができるときは，

売買は有効に成立する｣10)とされる。のみならず，「数額を定めなかった場合

には，一般に時価によるものと推定してよい」との見解も有力に主張されてい

る11)。このように，わが民法学が，売買契約における代金額の確定について

かなり緩やかな態度を示す理由は，明確ではない。その背景の�つとしては，

わが民法が，契約自由の原則を「自明のこと」とし，代金額は当事者が自由に

これを決め，ただその決定が公序良俗（民 90 条）に反する場合にのみ，売買

契約が無効になる12)と解してきた。換言すれば，代金額の決定に関しては，

公序良俗に反しない限り売買契約が無効とされなかったことを指摘することが

できる。

しかし，その前提とする契約自由が「自明の」原則ではないことは，今日で

は，ほぼ共通の理解である。しかも，比較法的には，フランス民法のように，

当事者による代金額の決定を明文で要求し（1591 条），その決定を欠く場合に

は売買契約が無効である，とする法制も存在する。そうだとすれば，売買契約

における代金額の決定ないし確定の問題は，契約自由の原則や公序良俗論の観

点からの考察が重要であることを否定するものではないが，より広範な比較法

的観点からの考察も必要である。

⑶ 要件事実における問題点

民法学における理解とは異なり，裁判実務においては，売買契約における代

金額の確定の要否は，より先鋭な見解の対立を引き起こしている。

まず，原告は，請求原因として，「原告と被告とが売買契約を締結したこと」
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9） わずかに，野澤正充「有償契約における代金額の決定（1)(2）」立教法学 50 号 186 頁

以下（1998 年），51 号 1 頁以下（1999 年）が存在する。

10） 柚木馨 =高木多喜男『新版注釈民法（14）』（有斐閣，1993 年）150 頁。

11） 我妻・前掲注 7）254 頁。

12） 柚木 =高木・前掲注 10）149 頁参照。



を主張立証しなければならない。そして，①目的物と②代金額とが売買契約の

本質的要素であるから，原告は，その両者を具体的に主張立証する必要がある

とされる13)。とりわけ，原告が，目的物を特定して主張立証すべきことには

異論がない14)。しかし，代金額については，具体的な金額を主張立証しなけ

ればならないか否かが争われている。というのも，原告が要件事実として代金

額を主張立証しなければならないとしても，それを具体的な訴訟において，ど

の程度まで具体化して主張立証しなければならないかは，「個別の訴訟ごとに

その要件事実の果たす役割を踏まえ，具体的に決せられるべきである」からで

ある15)。すなわち，売買代金請求訴訟においては，代金額（またはその決定方

法の合意）が具体的に主張されるべきことは当然である。しかし，売買契約に

基づく目的物引渡訴訟において，売買契約の締結自体が実質的な争点となって

いないような場合でも，原告が具体的な代金額を主張立証すべきであろうか。

この問題について，見解は分かれている。両極の見解としては，原告が代金

額を具体的に主張立証しなければならないとするものと，単に目的物の対価と

して金銭を支払う旨の合意がある旨を主張立証すれば足り，具体的な代金額を

主張立証する必要はないとするものが存する16)。

このように，要件事実においては，売買代金額の確定の要否は，解決の困難

な問題の�つである。

� 民法 555 条の解釈――沿革的考察

⑴ 旧民法の規定とボワソナードの見解

売買契約の意義を規定した民法 555 条は，単に，当事者の一方が「ある財産

権を相手方に移転すること」を約し，その相手方が「これに対してその代金を

支払うこと」を約する旨の契約であることを規定するにとどまる。すなわち，
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13） 大江忠『要件事実民法⑷債権各論』（第一法規，第 3版，2005 年）104 頁。

14） 司法研修所・前掲注 8）140 頁。

15） 司法研修所編『紛争類型別の要件事実』（法曹会，改訂版，2006 年）3頁。

16） 司法研修所・前掲注 8）140 頁。



同条は，財産権の移転と代金の支払が売買契約の要素であることを明らかにす

るにとどまり，代金額の決定ないし確定性には触れていない。しかし，同条の

もとになった旧民法財産取得編第 24 条 1 項は，次のように規定していた。

第 24 条 ① 売買ハ当事者ノ一方カ物ノ所有権又ハ其支分権ヲ移転シ又

ハ移転スル義務ヲ負担シ他ノ一方又ハ第三者カ其「定マリタル代金」ノ弁済

ヲ負担スル契約ナリ（括弧―筆者）。

この旧民法の規定は，「物ノ所有権」の移転と「代金ノ弁済」の二つが売買

の要素であることを明らかにする点で，現行民法 555 条に等しい。しかし，後

者につき，「定マリタル代金」と規定し，その確定性に触れている点が注目さ

れる。そしてさらに，同第 33 条第 1 項および第 2 項は，代金額の決定につき

次のような詳細な規定を置いていた。

第 33 条 ① 売買ノ代価ハ全額ヲ以テセサルモ其目安ヲ契約ニ定ムルコ

トヲ要ス。

② 又其代価ハ或ハ同種類ノ商品ノ現時又ハ近日ノ市価ニ委ネ或ハ契約ヲ

以テ指定シタル第三者ノ評価ニ委ヌルコトヲ得。

（③以下，省略）

この規定がフランス民法典 1591 条および 1592 条を原型にしていることは，

その草案（670 条）から明らかである17)。そして，それに付された註釈におい

て，ボワソナードは次のように述べている。

「代金は売買の構成要素の�つである。……代金が契約により定まってお

らず，その確定が後の時点に留保されている場合には，売主が（後になって）

あまりにも高い代金を要求したり，また，買主があまりにも安い代金を提供

することがありうる。そうとすれば，契約（というもの）は成り立たなくな

ってしまうであろう。したがって，代金の決定（débattre）が当事者の一方

または他方に委ねられている限り，契約は形成されない，ということを認識
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17） 民法草案財産編取得編 670 条には，フランス民法典の�つの条文が引用されている

（法務大臣官房司法法制調査部監修『法律取調委員会＝民法草案財産編取得編議事筆記』

日本近代立法資料叢書九（商事法務研究会，1987 年）54 頁）。



しなければならない｣18)。

このボワソナードの見解も，代金が売買契約において定まっていなければな

らないとする。そして，その趣旨は，代金が定まっていないと，後に当事者が

その力関係を前提に相手方に不当な要求をするおそれがある，という点に求め

られている。

もっとも，ボワソナードも，「契約において代金の総額が確定している必要

はな」く，その目安が定まっていればよいとする。なぜなら，それによって，

「代金は容易に定まりうる」からである19)。また，代金が，その商品の市場に

おける時価に従うことも認めている20)。

結局，ボワソナードは，売買代金が契約において決定され，または，決定さ

れうるものでなければならず，当事者の一方が後にそれを決定するような売買

契約は，不成立ないし無効である，と解している。その見解は，フランス民法

1591 条の解釈と一致する。

⑵ 起草者（梅謙次郎）の見解

現行民法 555 条の制定過程において，売買代金の決定に関する旧民法財産編

取得編 33 条は削除され，また，同 241 条 1 項から「其定マリタル代金」とい

う文言が削除された。この点に関して，起草者である梅謙次郎博士は，次のよ

うにその趣旨を説明している。

「苟モ代金ヲ支払フコトヲ要スルト言ヘバ，定マツテ居ラナケレバナラヌ

ト云フコトハ無論ノコトデアル。左リナガラ，ワザ々々此処ニ定マリタルト

書クト，一寸読ンダトキニ，金高ガ定マツテ居ラヌト云フコトニ読メル嫌ヒ

ガアル，所ガ其意味ハサウデナイ……若シサウナラバ，ソンナ分ラヌ文字ヲ

用ヒテ書クニ及バヌ。債権ノ目的物ハ必ズ如何様ニカ定マツテ居ル，定マツ

テ居ラナケレバ請求ノ仕様ガナイ。ソコデ，定マリタルト云フコトヲ書カヌ

34 立教法務研究 第
号（2011）

18） G. Boissonade, Projet de code civil pour lʼempire du Japon accompagné dʼun

commentaire, t.Ⅲ, Tokio, 1888, n˚ 166, p.207.

19） Boissonade, ibid.

20） Boissonade, ibid., p.208.



方ガ宜イト云フノデ，本案ニハ単ニ代金ヲ支払フト書イタノデアリマ

ス｣21)。

この趣旨説明からは，梅委員が，実質的には代金の決定に関する旧民法の規

定を変更する趣旨ではないことが明らかである。すなわち，売買契約における

代金の決定は，債権の目的一般の要件である「確定性」の問題として当然であ

り，わざわざ条文に「書クニ及バ」ないというにすぎない。ただし，その場合

にも，「金高」までは契約で確定する必要はない，と解していることがうかが

われる。そして，この点については，後の審議において明らかになる。すなわ

ち，穂積八束委員が，契約において代金額につき「一定ノ目安」が定まってい

ることが必要であるか否か，と質問した22)のに対して，梅委員は次のように

答えている。

「……定マリタルト云フト，金高ガハツキリ定マツテ居ラナケレバナラヌ，

ト云フ様ナ疑ガ起リマス。例ヘバ，明日ノ取引所ノ相場ヲ以テ売リマセウト

云フガ如キハ，マダ定マリタルモノデナイカラ，サウ云フノハイカヌト云フ

ヤウナ誤解ヲ来ス恐レガアリマス。無論法律家ハ，ソンナ疑ハアリマセヌガ，

成ル可クソンナ疑ノアル字ハ使ハヌガ宜イト云フノデ簡単ニシタノデアリマ

ス。別ニ深イ考ヘハアリマセヌ｣23)。

要するに，梅委員の見解は，契約において代金額が完全に確定する必要はな

く，「明日ノ取引所ノ相場」というように，その基準が明確であればよい，と

いうものである。そして，梅博士はこの点を，後の『民法要義』において，端

的に次のように記している。すなわち，「代金ノ額ハ必スシモ初ヨリ確定スル

コトヲ要セス。後日之ヲ定ムルモノトスルモ若シ之ヲ定ムル標準ヲ示ストキハ

可ナリ｣24)。

したがって，起草者（梅）の見解によれば，売買契約における代金額は，確
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21） 法務大臣官房司法法制調査部監修『法典調査会＝民法議事速記録三』日本近代立法資

料叢書三（商事法務研究会，1984 年）869 頁（以下，「法典調査会」とする）。

22） 法典調査会・同前 875 頁。

23） 法典調査会・同前 876 頁。

24） 梅謙次郎『民法要義＝巻之三債権編』（有斐閣，大正元年版復刻版，1984 年）476 頁。



定しまたは容易に確定しうるものでなければならず，後に当事者の一方がそれ

を定め，あるいは，両当事者の協議に委ねる旨の合意は認められない，という

ことになる。

⑶ 民法施行後の学説

現行民法の施行以降，売買契約における代金額の決定については，さしたる

議論がなされていない。例えば，鳩山秀夫博士は，代金額の確定は必要でなく，

ただ「債権ノ成立ニ必要ナル程度ニ於テ確定シ得ベキモノナルヲ以テ足ル」，

と記すにとどまる25)。

また，末弘厳太郎博士は，これを当事者の意思解釈の問題であるとし，かな

り緩やかに解している。まず原則としては，起草者の見解と同じく，売買契約

において代金額の確定方法が定められていれば足り，金額が確定している必要

はないとする。すなわち，「或ハ時相場ニ依リテ定ムルコトト為スモ，又或ハ

之ヲ当事者又ハ第三者ノ確定ニ一任スルモ可ナリ」とする26)。

しかし，当事者が代金額に関して何ら定めなかったとしても，「尚契約ヲ成

立セシムルノ意思明ナル場合」には，その目的物に相場があれば，「之ヲ標準

トスルノ意思アルモノト見得ベク，又相場ヲ有セザル物ニ付キテハ相当ノ代金

ヲ以テ売買スルノ意アルモノト見ルヲ得ベシ」とする27)。すなわち，末弘博

士は，代金の定めがなくとも，当事者の合理的な意思解釈により，相場ないし

「相当ノ代金」を標準として売買契約が結ばれたものと解し，その効力を否定

しない。しかし，「契約ノ内容上当事者ニ於テ代金額ヲ確定スルノ意アルコト

明ナルニ拘ラズ其定メ為サレザル場合，例ヘバ代金ニ付キテハ更ニ事後ニ於テ

協定スベシトノ約款アルガ如キ場合ニ於テハ，売買ハ未ダ成立セザルモノト云

ハザルベカラズ｣28)としている。ここでは，代金については後に当事者が協議

する旨の合意がなされた場合には売買契約が成立しない，と説かれていること
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25） 鳩山秀夫『増訂日本債権法各論（上巻）』（岩波書店，1924 年）285 頁。

26） 末弘厳太郎『債権各論』（有斐閣，五版，1920 年）359 頁。

27） 末弘・同前 359 頁。

28） 末弘・同前 359 頁。



が注目される。

なお，この後の教科書は，我妻博士のそれをはじめとして，売買契約におけ

る代金額の決定については簡略に記すにすぎない29)。

⑷ 判例の立場

代金額の決定に関する判例の立場は，必ずしも明確ではない。

まず戦前の大審院では，次の判決において，代金額につき「相当代価」と定

めた売買契約の効力が争われた30)。

【一】 大審院大正 8年 1月 29 日判決（民録 25 輯 235 頁）

事案は明らかではない。争点となったのは，醤油樽の売買契約書中に，代金

については「相当代価」とする旨の記載があり，Ｘ（売主）が目的物を提供し

たもののその「相当代価」の申出をしなかった場合に，Ｙ（買主）は代金額の

不確定を理由としてその支払を拒むことができるか，というものであった。原

審は，売主が代金額を明示しない限り買主に代金支払債務の不履行はない，と

してＹを勝たせた。Ｘ上告。大審院は，次のように判示して，原判決を破棄し

た。

「当事者ガ相当代価ヲ以テ一定ノ物品ヲ売買スベキ契約ヲ為シタル場合ニ於

テ，売主ガ契約ノ履行トシテ其物品ヲ買主ニ提供シタルトキハ，売主ニ於テ相

当ノ代価ナリト思惟スル金額ヲ明示スルト否トヲ問ハズ，買主ハ相当代価ヲ売

主ニ支払フベク，代価ガ明確ナラザルコトヲ理由トシテ支払ヲ為サザレバ買主

ハ義務不履行ノ責任ヲ負フモノトス。若シ其代価ノ額ニ付キ当事者ガ意見ヲ異

ニスルトキハ，裁判所ハ，取引上ニ於ケル通常ノ価格ニ基キテ物品ノ相当代価

ヲ確定スベキモノニシテ，売主ガ物品ノ提供ヲ為ストモ相当代価ナリト思惟ス
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29） 我妻栄『債権各論＝中巻一（民法講義Ⅴ2）』（岩波書店，1957 年）254 頁のほか，来

栖三郎『契約法』（有斐閣，1974 年）145 頁以下，星野英一『民法概論Ⅳ（第二分冊 契

約各論）』（良書普及会，1976 年）141 頁など。また，注釈書として，柚木馨 =高木多喜

男『新版注釈民法（14）』（有斐閣，1993 年）150 頁。

30）【一】判決以前にも，大審院は，器械の売買契約における代金額を 2000 円内外と予定

した事案につき，「売買代価ハ契約ノ際必ス厘毛マテ之ヲ確定スルノ必要ナシ」と判示し

て，その成立を認めている（大判明治 29・2・22 民録 2輯 2巻 88 頁）。



ル金額ヲ明示セズンバ買主ニ代金支払ノ義務ナシト判定スベキモノニ非ズ」。

この判決は，当事者が目的物の代金額を「相当代価」と定めた場合にも売買

契約は有効に成立し，もし当事者が「相当」代価につき「意見ヲ異ニスルトキ

ハ」，裁判所がそれを確定する旨を明らかにするものである。つまり，売買契

約における代金額の決定につき厳格な立場をとらず，むしろそれが明確でない

場合には，裁判所が積極的に介入すべきであるとの姿勢がうかがわれる。そし

て，大審院は，右判決以降もかかる緩やかな立場を維持していた。すなわち，

売買代金は契約時に数字的に一定していることを要せず，一定しうべきもので

あれば足りるとし31)，また，代金は後日双方協議の上定めると約した場合で

も，当事者の意思がその当時の相当代価をもって売買することにあるときは，

「其ノ相当代価ノ協定不調ナル場合ニハ裁判所ノ裁判ニ因リ之ヲ決スルコト」

ができるから，同契約は売買としての効力を生ずるとした32)。

しかし，戦後の最高裁は，代金額の決定につき，大審院の態度を改めるかの

ような次の判決を出している。

【二】 最高裁昭和 32 年 2 月 28 日判決（判例タイムズ 70 号 58 頁）

本判決は公式判例集に未登載であるため，事案・判旨ともに明確ではない。

事案はおおよそ次のようであった。木炭の売買契約において，目的物の代金は

時価を標準とし，当事者が協議してこれを決める旨の合意がなされ，手付金と

して 40 万円が支払われた。その後，Ｙ（売主）が右の合意に基づき買主に対

して時価の一割高の代金を申し出たところ，Ｘ（買主）は，その額が不当であ

るとしてこれに応ぜず，代金の協議不調を理由に売買契約が無効であると主張

し，Ｙに対して右手付金の返還を請求した。第一審・第二審ともにＸの主張を

容れ，本件売買契約は不成立（第一審）ないし無効（第二審）であると判示し

た。Ｙ上告。最高裁も，かかる場合においては，当事者間に代金の協議が調わ

ない限り売買契約は成立しないとして，Ｙの上告を棄却した。

この判決は，代金額の決定につき，当事者の協議が調わない限り売買契約は
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31） 大判大正 10・3・11 民録 27 輯 514 頁。

32） 大判大正 12・5・7 新聞 2147 号 19 頁。同旨，大判昭和 10・7・13 法学 5巻 344 頁。



成立しないとする点で，大審院の判決と異なり，厳格な立場をとっていると解

される。しかし，同判決が大審院の先例を変更したものであるか否かは明らか

ではない。そして，同判決を解説した長谷部調査官は，明確に「本判決の当否

は疑問である」とする。その理由は，「法律行為の解釈に当たっては，なるべ

く内容の有効，可能なように解すべきが原則」であって，「もしこれを本判決

の如く……解するときは，売買の成立を欲しない当事者の一方的意思によりた

やすく売買の成立を阻止され，極めて不公正な結果を容認せざるをえないこと

になる」という点にある33)。したがって，この問題については，最高裁の明

確な判断が待たれているといえよう。

⑸ 小 括

売買契約における代金額の決定に関するわが国の判例および学説は，全般的

に，その厳格性を要求していないと解される。すなわち，大審院の判例および

通説によれば，代金が確定しうべきものであれば足り，そのための基準（＝目

安）が明示されなくとも，当事者の意思解釈により時価ないし「相当ノ代金」

（末弘）によることが明らかであれば，売買契約は有効に成立する，というこ

とになる。そして，「相当ノ代金」によるとした場合に，後にその具体的金額

につき当事者の協議が調わないときには，裁判所がそれを確定する，というの

が大審院の立場であった。しかし，最高裁の立場は明らかではない。

他方，時価ないし「相当ノ代金」によらずに，単に代金額は当事者の後の協

議に委ねる旨の合意は認められない（梅・末弘）。また，フランス民法典 1591

条の解釈において明確に否定されていた，当事者の一方が代金を定める旨の合

意については議論されていない。

したがって，売買契約における代金額の決定については，「わが国では，

……規定がないこともあって，必ずしも十分な議論が展開されてはいな

い｣34)，という評価が可能である。そうだとすれば，沿革的には母法であるフ

ランス民法の議論を参照することは，この問題に関するわが国の解釈論にとっ
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33） 長谷部調査官「判批」判例タイムズ 70 号（1957 年）58-59 頁。

34） 大村敦志『典型契約と性質決定』契約法研究Ⅱ（有斐閣，1997 年）73 頁。



ても有益である，と解される。

� フランス民法における議論

⑴ フランス民法典 1591 条の趣旨

フランス民法典 1582 条は，日本民法 555 条と同じく，売買契約を，「一方が

ある物を引き渡す義務を負い，他方がその物の代金を支払う義務を負う旨の合

意である」と定義する。すなわち，同条は，売買契約が，財産権の移転と代金

の支払の 2つの要素を含む有償・双務・諾成の契約であることを明らかにする。

そして，1583 条では，物がいまだ引き渡されず，代金も支払われなかったと

しても，「売買契約は……その物および代金についての合意がなされれば，当

事者間においては完全（parfaite）である」旨を規定し，物と代金の合意があ

れば，売買が成立することを強調する。その理由は，この両者が「相互に原因

（cause）をなす債務の各々の目的物であって契約の要素にあたるからにほかな

らない」と指摘されている35)。

ところで，売買代金については，フランス民法典 1591 条が当事者によって

決定されねばならない旨を規定し，これに反した場合には，売買契約そのもの
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35） 滝沢聿代「売買契約の成立と合意」判例タイムズ 404 号（1980 年）42 頁。なお，こ

の点につき，ポチエは次のように記している。すなわち，「売買契約にとっては，�つの

ものが不可欠である；売買契約の目的（objet）である物，取り決められた代金，および

当事者の合意（consentement）である」（Œuvres de Pothier par M.Bugnet, t.Ⅲ, Paris,

1847, réimpression 1993, n˚ 3, p.3）。そして，フランス民法典の立法過程においても，「当

事者が物および代金につき合意することが，売買契約の本質（的要件）である」との説

明がなされている（1804 年 2 月 27 日（共和暦風月 7 日）に国務院でなされたポルタリ

スによる趣旨説明。M.Locré, La législation civile, commerciale et criminelle de la France,

ou commentaire et complément des codes français, t.ⅩⅣ, Paris, 1828, Ⅷ, n˚ 7, p.146. 以下

では，Locré として引用する）。

また，ローランは，代金の合意が売買契約の本質的要件であることにつき，次のよう

に述べている。すなわち，「代金は，売主によって契約された目的物の所有権を移転する

債務の原因（cause）である。それゆえ，代金（についての合意）がない場合には，同契

約は売主にとって原因を欠き，その結果，不存在（inexistant）となる」（F.Laurent,

Principes de droit civil, t.ⅩⅩⅣ, Paris et Bruxelles, 1877, n˚ 66, p.76）。



が絶対無効になる，と解されていた。もっとも，同 1592 条は，当事者が代金

額の裁定（arbitrage）を第三者に委ねることができる旨を規定する36)。そうだ

とすれば，1691 条の趣旨を考えるに際しては，売買代金額を「当事者が決定

する」ことに意味があるのではなく，「両当事者の意思に基づいて」代金額を

決定する，という点に重きが置かれることになる。すなわち，1591 条の趣旨

は，売買契約の当事者の一方が恣意的に代金額を決定することを排除し，両当

事者の意思に基づいてこれを決めなければならない，というものである。

⑵ ポチエとその後の学説

上記の点は，すでに，ポチエ（Pothier）の著作において明らかにされている。

すなわち，ポチエは次のように述べている。

「売買契約の本質である代金は，確定かつ決定された（certain et deter-

mine）代金でなければならない。しかしながら，代金が絶対的に（absolu-

ment）決定されている必要はない。（代金額が完全に確定することが）予定さ

れているものであり，かつ，当事者の一方にのみ（代金額を決定する）権限

を与えるものでないならば，充分である｣37)。

この見解は，さらに註釈学派に受け継がれる。たとえば，トロロン（Tro-

plong）は次のように記している。すなわち，「もし（売買契約の）当事者の一

方が，その支払わなければならない，あるいは，受領するであろう代金額を恣

意的に（arbitrairement）決定する権限を有するならば，売買契約は存在しない

であろう。……1591 条が述べようとしたのは，まさにこの点である。……

（売買契約における）代金額の決定は，両当事者の所産（ouvrage）でなければな

らず，その一方のみの所産であってはならない｣38)。
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36） ただし，この場合にもし，その第三者が代金額の評価を行おうとしないか，または，

これを行いえないときには，売買契約は不成立となる（1592 条後段）。その意味では，

代金額は，この第三者による裁定の後に確定することになり，それまでは売買契約は成

立していない，ということになる。換言すれば，「売買契約は，代金額の決定がなされる

であろう限りにおいてしか，完全ではない」といえよう（ポルタリスによる 1592 条の趣

旨説明。Locré, ibid., Ⅷ, n˚ 8, p.146）。

37） Pothier, op.cit.（note 1）, n˚ 23, p.11.



また，ローラン（Laurent）も，1591 条の意義が「（売買）契約（締結）の時

に，代金額が確定されていなければならない｣39)，ということにあり，それが

未決定かつ未確定（indétermine et incertain）の場合には，「代金（の合意）がな

く，したがって，売買契約もない｣40)ことを明らかにした後，次のように述べ

ている。

「1591 条は，代金額が両当事者（les parties）によって決定されることを要

求している。これは次のことを意味する。すなわち，売買契約の目的である

物についてと同じように，代金額についても，二当事者の合意（consente-

ment）がなされなければならない。売主が買主の恣意に代金額を委ねる場

合，または，買主が売主の欲するとおりの代金額を支払う旨を表明する場合

には，代金（の決定）がないということは，基本的な原則である。なぜなら，

その場合には，意思の競合（concours de volontés）がないからである。すな

わち，当事者の一方のみの意思しか存在しない。それゆえ，代金額について

の合意がない，ということになる。

しかし，法律は，代金額が当事者みずからによって決定されなければなら

ない，ということを要求するものではない。というのも，1592 条は，代金

額（の決定）を第三者の裁定に委ねることを認めているからである。そして，

この場合においては，代金額は，つねに当事者の合意から導かれることにな

る。なぜなら，第三者が（代金額の）評価を行うことに，両当事者が同意し

た（consentir）からである｣41)。

⑶ 小 括

以上の見解をまとめると，次のようになる。

① 売買契約締結時において，目的物の代金額（prix）は，当事者の合意に

よって決定され，かつ，確定（determiné et certain）されなければならない
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38） M.Troplong, Le droit civil expliqué suivant lʼordre des articles du code, depuis et y

compris le titre de la vente, De la vente, t.Ⅰ, Paris, 3e éd., 1837, n˚ 151, pp.207-208.

39） Laurent, op.cit.（note 1）, n˚ 71, p.80.

40） Laurent, ibid., n˚ 72.

41） Laurent, ibid., n˚ 73, pp.80-81.



（1591 条）。

② 右代金額が未決定ないし未確定の場合には，売買契約は存在しない。

③ もっとも，1591 条の趣旨は，当事者がみずから代金額を決定すること

にあるのではなく，両当事者（売主と買主）の自由な意思に基づいて代金額の

合意がなされることにある。それゆえ，契約締結時に代金額が完全に確定して

いなくとも，将来的に第三者の裁定によってそれが確定しうる旨の当事者の合

意も有効である（1592 条参照）。しかし，当事者の一方が，後に恣意的に代金

額を決定しうる旨の合意は認められず，このような合意がなされた場合には，

売買契約は絶対無効となる。

� EU法における規制

⑴ ユニドロワ原則

フランス法においては，長い間，有償契約の締結時における代金額の決定が

比較的厳格に要求されていた。しかし，他のEU諸国の売買契約法においては，

必ずしもこの要件が厳格に要求されてはいない。その 1つの例証として，1994

年に公刊された私法統一国際協会（Institut international pour lʼunification du droit

privé；UNIDROIT）による『国際商事契約の諸原則』の規定をあげることがで

きる。すなわち，同原則第 5・7 条は，国際商事売買契約における代金額の決

定につき，次のように規定している42)。

第 5・7条（価格の決定）

⑴ 契約に価格が定められておらず，かつ，価格を決定するための規定も

置かれていない場合，両当事者は，別段の表示がない限り，契約締結時に，

当該取引業界での比較可能な状況において，そのような履行につき一般的に

請求されていた価格に，又は，そのような価格を利用することができないと

きには合理的な価格に，言及していたものとして扱う。

⑵ 価格が一方の当事者により決定されるべき場合でも，その決定が明白

債権譲渡の要件事実としての「代金額」（野澤正充） 43

42） 規定の訳は，廣瀬久和「ユニドロワ国際商事契約原則（全訳）」ジュリスト 1131 号

（1998 年）86 頁に従った。



に不合理なものであるときには，別段の契約条項にもかかわらず，合理的な

価格に代えられるべきである。

⑶ 価格が第三者により定められるべき場合でも，その第三者がこれを定

めることができず又は定めようとしないときには，その価格は合理的な価格

によるべきである。

⑷ 価格が，ある要素との関連で定められるべき場合に，その要素が存在

しないとき，又はそれが消滅し若しくはそれを利用し得なくなったときには，

それに最も近い同等の要素が代わりのものとして用いられるべきである。

このユニドロワ原則は，国際商事契約の当事者がこれに従う旨を合意した場

合に適用される43)ものであり，フランス人にも適用されることがありうる。

しかし，代金額の決定に関するユニドロワの原則は，伝統的なフランス法にお

ける解決と明らかに異なっていることが注目される。すなわち，同原則に従え

ば，契約締結時に代金額の定めがなくとも契約は無効とならず（第 1 項，第 3

項），しかも，契約当事者の一方が後に代金額を決めることも認められること

になる（第 2項）。そうだとすれば，EUの他の国々においては，以前からすで

にこの問題につき，フランス民法とは異なる解決がなされていたことがうかが

われる44)。そこで，他のEU法の規定を概観する。

⑵ ウィーン売買条約

代金額の決定に関するユニドロワ原則第 5・7 条第 1 項と同様の規定は，す

でに，1980 年 4 月 11 日のウィーン条約（「国際物品売買契約に関する国際連合条

約」）の第 55 条にも置かれている。このウィーン条約がフランスにおいて施行

44 立教法務研究 第
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43） 前文（廣瀬・同前 81 頁）参照。なお，前文によれば，当事者が，「法の一般原則」な

いし「商慣習法」（lex mercatoria）あるいはこれに類するものに従う旨を合意した場合

にも，ユニドロワ原則がそれにあたるとして適用されうることになる（ミヒャエル・ヨ

アヒム・ボネル「『ユニドロワ国際商事契約原則』と『ウィーン売買条約』――両者は択

一的か補完的か」ジュリスト（同前）69 頁）。

44） ユニドロワ原則の成立過程については，ボネル・同前 67-68 頁のほか，高桑昭「国際

的統一売買法」『現代契約法大系 第八巻 国際取引契約（1）』（有斐閣，1983 年）65 頁

以下参照。



されたのは，1988 年 1 月 1 日のことである。

第 55 条 代金の不確定

契約が有効に締結されている場合において，当該契約が明示的又は黙示的

に，代金を定めず，又は代金の決定方法について規定していないときは，当

事者は，反対の意思を示さない限り，関係する取引分野において同様の状況

の下で売却された同種の物品について，契約の締結時に一般的に請求されて

いた価格を黙示的に適用したものとする。

ウィーン売買条約は，代金条項の存在が契約の成立にとって絶対的な要件で

はなく，代金についての定めがなくても，両当事者が契約の成立を前提に行動

している場合において，契約が成立していないとすることは「非現実的であ

る」との考えを前提に，代金条項が存在しないときの代金決定基準を明らかに

した45)。もっとも，55 条は，あくまで補充規定であり，同条によっても代金

が確定されない場合には，売買契約が無効であるとの見解が多数である46)。

⑶ ヨーロッパ契約法原則

先のユニドロワ原則とほぼ同時期の立法提案である，ランドー（Lando）委

員会によるヨーロッパ契約法原則（The Principeles of European Contract Law,

1997）においても，代金額の確定に関しては，以下のように，ほぼ同様の規定

が置かれている47)。

第 6：104 条 価格の決定

契約において，価格が定められておらず，かつ，価格を決定するための方

法も定められていないときは，当事者は，合理的な価格で合意したものとみ

債権譲渡の要件事実としての「代金額」（野澤正充） 45

45） 曽野和明 =山手正史『国際売買法』（青林書院，1993 年）183 頁。

46） 甲斐道太郎ほか『注釈国際統一売買法Ⅱ』（法律文化社，2003 年）15 頁（田中康博）。

47） 規定の訳は，川角由和 =中田邦博 =潮見佳男 =松岡久和編『ヨーロッパ私法の動向と

課題』（日本評論社，2003 年）505-506 頁〔藤井徳展・益澤彩〕による。このほか，ヨー

ロッパ契約法原則を翻訳したものとして，加賀山茂「ヨーロッパ契約法原則−完全・改

訂版（1998）」http: //www.nomolog. nagoya-u. ac. jp/~kagayama/civ/contract/pecl/pec

l98j.html#SEC94，ユルゲン・バセドウ編『ヨーロッパ統一契約法への道』（法律文化社，

2004 年）資料編などがある。



なされる。

第 6：105 条 当事者の一方による決定

価格その他の契約条項が当事者の一方によって決定されるべき場合におい

て，当該当事者による決定が著しく不合理なものであるときは，反対の契約

条項にかかわらず，合理的な価格その他の条項をもってこれに代える。

第 6：106 条 第三者による決定

⑴ 価格その他の契約条項が第三者によって決定されるべき場合において，

第三者がこれを決定することができないとき，または決定しようとしないと

きは，当事者は，その決定のために別の者を選任する権限を裁判所に与えた

ものと推定される。

⑵ 第三者によって定められた価格その他の条項が著しく不合理であると

きは，合理的な価格その他の条項をもってこれに代える。

第 6：107 条 存在しない要素の参照

価格その他の契約条項が，ある要素に依拠して決定されるべき場合におい

て，その要素が存在しないとき，またはそれが消滅しもしくは利用しえなく

なったときは，それに最も近い同等の要素をもってこれに代える。

このヨ−ロッパ契約法原則によっても，代金額の確定は契約の有効要件では

なく，当事者がそれを特に定めなかった場合には，「合理的な価格」で合意し

たものとみなされる（6：104 条）。また，代金額を当事者の一方または第三者

が定める場合にも，それが著しく不合理であるときは，「合理的な価格」に代

えられることとなる（6：105，6：106 条）。これらの場合に，「合理的な価格」

を判断するのは裁判所であり，結局，ヨーロッパ契約法原則は，「裁判所によ

る契約の救済を定めた」ものである48)，と解される。

� ま と め

⑴ フランス法とEU法との比較
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48） 小野秀誠「代金額の決定と司法的コントロール――規制緩和と司法――」『現代契約

法の展開』好美清光先生古稀記念論文集（経済法令研究会，2000 年）116 頁。



代金額の確定に関しては，フランス法の立場と，ユニドロワ原則およびヨー

ロッパ契約法原則とを比較すると，大きな相違があることが明らかである。す

なわち，ＥＵ法では，代金額の確定が契約の有効要件ではなく，当事者がこれ

を定めなかったとしても，裁判所や仲裁機関が「合理的な価格」を決めること

により，契約の有効性が維持されることとなる。また，当事者の一方が後に代

金額を確定する場合にも，その代金額が明らかに不合理であるときは，同じく

裁判所や仲裁機関が「合理的な価格」をもって，代金額に代えることが認めら

れている。

これに対して，フランス法では，民法典 1591 条が厳格に遵守され，売買契

約締結時に代金額が確定していない場合には，当該契約は，原則として無効と

される。ただし，代金額が完全に確定していなくとも，将来，第三者の裁定に

よってそれが確定される旨の当事者の合意は有効である（1592 条参照）。しか

し，当事者の一方が，後に恣意的に代金額を決定しうる旨の合意は認められず，

このような合意がなされた場合には，売買契約は無効である，と解されてきた。

その理由は，売買契約の当事者の一方が，その力関係を前提として，恣意的に

代金額を決定することを排除することにある。

このようなフランス法の立場は，EU法の中ではやや異質であるといえよう。

にもかかわらず，フランス法が代金額の確定に関して厳格な立場を堅持してき

たのは，以下のような 2つの理由に基づくものである，と考えられる。

第�に，原理的な側面では，意思自治ないし契約自由の原則からの要請を指

摘することができる。すなわち，有名なフランス民法典 1134 条 1 項は，「適法

に形成された合意は，それをなした者に対して，法律に代わる」と規定し，当

事者の自由な意思に基づき契約の強制力（force obligatoire）が生じる旨を明ら

かにする。しかし，この契約の強制力は，合意をした契約当事者に対してはも

ちろん，「それを適用する判事や，さらには立法者にも及ぶ｣49)ものであるこ

とに注意を要する。すなわち，「原則として判事は契約を当事者の合意したと

債権譲渡の要件事実としての「代金額」（野澤正充） 47

49） 山口俊夫『概説フランス法 下』（東京大学出版会，2004 年）18 頁。



ころに従って適用しなければならず，約定の条項が衡平に反することを理由と

して適用を拒み，あるいは条項に変更を加えることはできない｣50)とされる。

そうだとすれば，売買契約における代金額も，当事者の意思の合致によって定

められなければならず，当事者の自由な意思によって確定された代金額は，そ

の額がたとえ不合理なものであったとしても，裁判官が「合理的な価格」を決

めて，これを当事者の定めた代金額に代えることは，原則として許されないこ

ととなる。

もっとも，近時は，「判事の契約解釈権限において原理的には制約されてき

た『衡平 equité』の概念の拡大」に伴い，「契約の適用ないしその内容の変更

について判事に認められた裁量権限の拡大傾向が着目される」との指摘がなさ

れている51)。

第�に，第�点とも表裏をなすが，フランス法における裁判官に対する伝統

的な不信，あるいはフランスに特有の権力分立の概念を指摘することができ

る52)。すなわち，フランスでは，旧制度（アンシャン・レジーム）の下におい

て，最高法院（Parlement）は，国王権力に対して自立した強大な地位を有し，

各管轄区域内で判例による自由な法創造を行うとともに，それを超えて，法規

的判決（arrêt de règlement）による立法権をも行使していた。しかし，「最高

法院が売官制を基礎として法服貴族の支配するところであったため，司法の国

王行政への干渉や賄賂による不公正な判決も招き，その専横に対して強い反感

がもたれていた｣53)とされる。そこで，大革命に際して制定された民法典は，

その 5 条において，「裁判官は，自己に付託された事件について，一般的かつ

法規的手段により判決することは禁じられる」と規定した。この規定は，最高

法院による法規的判決を禁止するもであるが，同時に，「判例法の存在に対す
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50） 山口・前掲注 49）36 頁。

51） 山口・前掲注 49）37 頁。

52） 山口俊夫『概説フランス法 上』（東京大学出版会，1978 年）129 頁以下，特に 135

頁，中舎寛樹「民法における法規解釈を規定する要因に関する覚え書き（二）」南山法学

21 巻 2 号 109 頁以下（1997 年）。

53） 滝沢正『フランス法』（三省堂，第 3版，2008 年）281-282 頁。



る否定的態度」を示すものである54)。したがって，裁判官による契約の解釈

における基本原理は，「なによりもまず，当事者の共通の意図を探求すること」

であり（フ民 1156 条参照），当事者の意思を恣意的に歪めることは許されず，

その意思が不明確な場合にのみ，裁判官は，衡平の概念を援用することができ

るとされた55)。

もっとも，19 世紀後半以降の資本主義の飛躍的な発展と，それに伴う社会・

経済状況の変化は，「立法者意思の探求と条文の論理的操作のみを問題とする

註釈学派」を動揺せしめた。そして，「裁判官によって下される判決に自由な

法発見のための重要な機能」を認める，いわゆる科学学派が登場する56)。こ

のような科学学派の下では，裁判官の権限が拡大し，それに対する不信も「一

種の信頼」へと「逆転」することとなる57)。しかし，裁判官に対する基本的

な不信は，フランス法においてはいわば通奏低音のように，依然として，今日

まで堅持されている58)といえよう。

⑵ 要件事実論の問題点

売買契約における代金額の確定をめぐる民法学の立場は，比較法的にも，ま

た，わが民法学の議論としても，かなり緩やかであることがうかがわれる。す

なわち，かつてのフランス法では，民法典 1591 条に従い，代金額の確定が厳

格に要求されていた。しかし，EU法では，代金額の確定が契約の有効要件と

されず，当事者がこれを定めなかったとしても，裁判所や仲裁機関が「合理的

な価格」を決定することにより，契約の有効性が維持されている。そして，わ

が国においても，時価または「相当ノ代金」による契約が広く認められ，当事

者が代金額を定めなかった場合にも，「一般に時価によるものと推定してよい」

（我妻）と解されている。

これに対して，要件事実論では，代金額の確定につき，かなり厳格な立場を

債権譲渡の要件事実としての「代金額」（野澤正充） 49

54） 滝沢・前掲注 53）282 頁。

55） 山口俊夫『フランス債権法』（東京大学出版会，1986 年）77-78 頁。

56） 山口・前掲注 55）108-109 頁。

57） 北村一郎「契約の解釈に対するフランス破毀院のコントロオル（2）」法学協会雑誌

94 巻 1 号 85 頁（1977 年）。



維持していると解される。すなわち，通説は，原告に具体的な代金額の主張立

証を要求する。その理由は，代金額の確定が売買契約の本質的要素であり，た

とえ黙示の合意であっても，代金額の合意がない限り，売買契約が成立したと

はいえないことにある。

要件事実論の通説的見解が，このような厳格な立場を堅持する要因としては，

いくつかのものが考えられるが，民法学にもその責任の一端があると思われる。

すなわち，上記の通説的見解は，民法 555 条の沿革に忠実であり，とりわけ，

起草者の見解や初期の学説に従うものである。しかし，その後は，売買契約に

おける代金額の確定について，わが国では，必ずしも十分な議論がなされてこ

なかった。したがって，このような民法学における議論の欠如が，この問題に

関する要件事実論の発展を阻害した，との評価も可能である。

そして，上記のような，現在の民法学における柔軟な考え方からすれば，売

買契約に基づく目的物返還請求訴訟では，原告が，目的物の対価として金銭を

支払う合意がある旨を主張立証すれば足り，その具体的な金額まで主張立証す

る必要はない，という見解を採用することも，可能であるとも考えられる。

⑶ 要件事実の機能
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58） 北村・前掲 57）86 頁以下，特に 88 頁においては，マゾオ教授の次のような見解が引

用されている。すなわち，「契約を判事の自由裁量に委ねることは，極端に危険なことと

なろう。衡平という，または一般的利益という自己の個人的な感情を以て，合意の履行

のなかに介入したりすれば，判事は，契約を破滅させ，そして，契約関係における安全

を台無しにすることによって，経済全体を危難に陥れることになろう」。

この一文に引き続き，マゾオ教授は，代金額の確定についても次のように述べている。

「当事者が，代金額を具体化するためにその意思を明示した場合においては，裁判官は，

その契約条項を確定するために当事者に代わることはできない。裁判官は，当事者の代

わりに，明確ではない債務の内容を明確化することはできない。すなわち，（裁判官が），

契約によって取り決められた内容を（それとは異なる）履行の方法に代えること，供給

された商品の代金額を減額すること，当事者の一方が合意された給付よりもよりよい給

付を行ったとの口実の下に，代金額の増額に同意すること（はできない）。もっとも，近

時の傾向は，裁判官の干渉に対して，次第に好意的になっていることは認めなければな

らない。しかし，裁判官による干渉は，契約の強制力を妨げているのである」（H., L. et

J.Mazeaud, Leçons de droit civil, t.Ⅱ, vol. 1, Obligations, théorie générale, 9e éd. par F.

Chabas, Montchrestien, 1998, n˚ 730, pp.856-857）。



しかし，要件事実論においては，単に漠然と，代金額の確定が売買契約（民

555 条）の要件であるか否かを論じているわけではなく，以下のような，より

実践的な観点から，これを請求原因事実として捉えていることも確かである。

まず，要件事実論の機能は，原告・被告間での立証責任の負担の公平性を考

えつつ，「裁判規範としての民法の要件（裁判において両当事者にそれぞれが主

張立証すべきものとして分配された要件）を定める」ことにあるとされる59)。こ

のような観点からは，仮に，売買契約に基づいて目的物の引渡請求をする原告

が売買代金額を立証しなくてもよいとすると，その請求を受けた被告が，「当

該代金の額を立証した上，当該代金の支払のあるまで」目的物の引渡しを拒む

旨の同時履行の抗弁を主張しなければならず60)，被告に過大で不公平な立証

の負担を強いることになる，と考えられる。

また，要件事実論は，民事訴訟において，「適正迅速な審理判断をするため

に不可欠なものである」とされる。すなわち，「要件事実が，ある法律効果の

発生〔中略〕要件に該当する具体的事実であるという以上，当然のことながら，

要件事実を的確に考えることによって，ある法律効果の発生のために直接に必

要な事実としては，どのような事実が主張立証されれば必要かつ十分かが明確

になる｣61)。そして，このような，「当事者の主張立証が法的に必要にして十

分なものとなっているかどうかをチェックする」という要件事実の機能は，

「主張立証活動について，裁判所の立場からも当事者の立場からも大いに活用

されるべきものである｣62)とされている。より具体的には，「要件事実は，当

該訴訟における攻撃防御の焦点として，それを念頭に置いて主張の整理と立証

が行われるもの｣63)であり，弁論主義と密接にかかわるものである。すなわち，

当事者の立場からは，まず，主張責任を負う者が要件事実を主張し，相手方の
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59） 伊藤滋夫『要件事実の基礎』（有斐閣，2000 年）33 頁。

60） 伊藤・前掲注 59）261-262 頁注（84）。

61） 伊藤・前掲注 59）16 頁。

62） 伊藤・前掲注 59）17 頁。

63） 司法研修所編『民事訴訟における要件事実 第一巻』（法曹会，増補版，1998 年）29

頁。



認否によって立証の要否を知り，本証の準備をすることとなる。他方，相手方

にとっては，反証の要否を知り，その準備をするとともに，有効な防御方法と

なる要件事実を主張する準備が可能となる。つまり，当事者にとっては，要件

事実が攻撃防御方法の目標となり，「防御の機会の保障措置」として機能する

こととなる。また，裁判所の立場からすれば，要件事実という当事者の訴訟活

動の目標が明らかにされることによって，「適切かつ効果的な訴訟指揮をする

ことが初めて可能になる」とされる64)。

このような要件事実論の機能を考慮すると，原告の主張立証していない要件

事実を裁判所が認定することは，弁論主義ないし処分権主義に反し，当事者に

とっては，攻撃防御の機会が奪われるおそれがある。それゆえ，代金額の確定

に関しても，裁判所が，原告の主張とは異なる代金額を認定して被告の同時履

行の抗弁を認め，あるいは，代金額が不明である場合に「時価」によると認定

することは，弁論主義ないし処分権主義の観点から問題とされよう。

したがって，当事者の立証責任の公平な分担，および，攻撃防御の機会の保

障を考慮すると，売買契約における代金支払請求訴訟においてはもちろん，目

的物引渡請求訴訟の場合にも，具体的な代金額（または，「時価による」などそ

の決定方法）は要件事実であり，たとえ証拠上それと異なる代金額が明らかに

なったとしても，裁判所は，原告の主張と異なる代金額を認定することはでき

ない，と解することも可能である。

⑷ 代金額の決定についての考え方

上記のように，要件事実論は，弁論主義と密接にかかわり，代金額の確定に

関しても，立証責任の負担の公平とともに，弁論主義（ないし処分権主義）と

の関係が問題となる。では，そこにいう弁論主義とは何か。弁論主義は，一般

に，「判決の基礎をなす事実の確定に必要な資料（訴訟資料）の提出（主要事実

の主張と必要な証拠の申出）を当事者の権能と責任とするたてまえ」である，と

定義される65)。その根拠については，見解が分かれている。しかし，通説は，

52 立教法務研究 第
号（2011）

64） 司法研修所・前掲注 63）29 頁。

65） 新堂幸司『新民事訴訟法』（弘文堂，第�版，2001 年）379 頁。



弁論主義の根拠を，民事事件が，通常は私人相互間において自由に解決処分の

できる利益をめぐる紛争であるから，なるべく当事者の自由な処理に委ねるべ

きである66)，との思想に求めている。すなわち，「実体私法上当事者の自由な

処分にまかせた事項は，それに関する紛争の解決を裁判所に求めたときも，そ

の解決内容はできるだけ当事者の意思を尊重した自主的解決に近いことが望ま

しい」とされ，弁論主義の根拠としては，「紛争解決における当事者の意思の

尊重」が重視される67)。そして，処分権主義も，厳密には弁論主義と異なる

が，紛争の解決過程において「当事者の意思を尊重する原則であるという点で，

弁論主義と共通の機能」を有している68)。

このような弁論主義および処分権主義の基本的な思想は，意思自治の原則

（私的自治の原則）に基づく69)。そして，要件事実論の中でも，代金額の確定を

最も厳格に要求する見解は，売買契約が「代金額を定める合意をまってはじめ

て成立する」ものであることを強調し，意思自治の原則に忠実に従うものであ

る70)。

しかし，意思自治ないし私的自治の原則の理解も，国や時代によって異なる

ことに注意しなければならない。例えば，フランスでは，裁判官に対する不信

を背景に，意思自治の原則は，当事者間においてはもちろん，裁判官をも厳格

に拘束するものとなっていた。とりわけ，代金額の確定に関しては，ＥＵ法に

代表されるヨーロッパでの一般的な解決と異なり，フランスでは長く，裁判官
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66） 兼子一 =竹下守夫『民事訴訟法』（弘文堂，新版，1993 年）79 頁。

67） 新堂・前掲注 65）379-380 頁。

68） 新堂・前掲注 65）381 頁。

69） 伊藤眞『民事訴訟法』（有斐閣，第 3 版補訂版，2005 年）266 頁。なお，意思自治の

原則と私的自治の原則の関係については，さしあたり，星野英一「意思自治の原則，私

的自治の原則」『民法論集 第
巻』（有斐閣，1989 年）117 頁以下，特に 148-149 頁参

照。

70） 石川義夫「売買契約に基づいて目的物の引渡請求権を主張する者は，代金額の主張を

しなければならないか？」司法研修所論集 1973-Ⅱ 17 頁。したがって，この見解によれ

ば，裁判所が原告の主張と異なる代金額を認定することは処分権主義に反し，他の代金

額の証明がなされたとしても，原告の請求は棄却されることとなる（同 29 頁以下）。



による契約内容への干渉が排除されてきたことが明らかである。そして，より

一般的には，星野英一教授の次の指摘が妥当しよう。すなわち，「わかりきっ

たことのように用いられている『契約自由の原則』や『私的自治の原則』とい

われるものの意味は，実はかなりあいまいなのである。その理由は，これらの

原則といっても，全面的にわが国の法律に明文で規定されているわけではなく，

また，わが社会に自ら発生し浸透した原則でもなく，外国で説かれていること

を十分な反省なく輸入したことにあるといえよう｣71)。

この指摘のように，わが国には，フランス民法典 1134 条 1 項に相当する，

当事者の合意が「法律に代わる」という規定はない。そして，おそらく，意思

自治の原則に対する意識も，フランスにおけるとは異なるものと思われる。ま

た，わが国でも，職業裁判官に対する批判は常に存在するが，それに対する支

持も根強く72)，この点においてもフランスとは，意思自治の原則の背景とな

る事情が大きく異なっている，と考えられる。そうだとすれば，代金額の確定

に関しては，それを要件事実であるとし，当事者の主張立証を要するとしつつ

も，それと異なる代金額を裁判所が認定することも差し支えない，と解する余

地がある。そして，このような文脈においては，当事者が「相当ノ代金」によ

るとした場合に，後にその具体的金額につき当事者の協議が調わないときは，

裁判所がそれを確定するとしていた，かつての大審院の立場も許容されよう。

もっとも，当事者の主張を大きく超えて，裁判所が全く異なる代金額を認定

することは，当事者の防御の機会を奪うこととなり，妥当でない。したがって，

結論的には，原告は，具体的な代金額（または，時価などの代金額の決定方法）

を主張立証すべきであるが，裁判所は，契約の同一性を損なわない範囲内であ

れば，原告の主張と異なる代金額を認定することは差し支えないと考える。こ

れは，現在の司法研修所の見解であるが，わが国における裁判官への信頼を背
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71） 星野英一「現代における契約」『民法論集 第 3巻』（有斐閣，1972 年）7頁。

72） たとえば，兼子一『裁判法』（有斐閣，再版，1967 年）35 頁注（一）は，「職業法律

家の裁判は（適当な人の養成と選択とを前提とすれば），より優れた平均的な素養を備え

たものといえる」と評価する。



景に，そう解しても意思自治（私的自治）の原則からは問題がない，と思われ

る。つまり，代金額の確定という要件事実につき，当事者間における立証の負

担の公平や弁論主義の要請を考慮し，それらに反しない限りで，裁判官の裁量

が認められると考える。

⑸ 結 語

売買契約の成立においては，代金額を定めることが要件となる。しかし，具

体的な代金額を定めなくても，売買契約が直ちに無効となるわけではなく，当

事者が時価または「相当な代金」によるなど，その決定基準が定まっていれば

よい。そして，後にその具体的金額につき当事者の協議が調わないくても，裁

判所がそれを確定することが認められよう。

しかし，以上の議論は，あくまで代金請求訴訟など，売買代金額が争点とな

っている場合に関するものであり，そうではない場合には，必ずしも妥当しな

い。すなわち，民法 555 条が「代金」を要件とする趣旨は，同条の沿革からは，

代金額を後に決めると当事者間の力の不均衡により，恣意的にその額が決定さ

れることを防ぐことにある。そうだとすれば，代金額が問題とならない事案に

おいても，常に具体的な代金額を示す必要はないと考えられる。例えば，債権

譲渡の事例では，譲渡当事者間（譲渡人・譲受人）において，その代金額に問

題がないのであれば，譲受人が債務者に対して譲受債権の支払を求める場合に，

債権の具体的な買取額（代金額）を提示する必要はないと思われる。その意味

では，冒頭に記した下級審裁判例の解決は，適切なものであったと解される。
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